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導入促進基本計画

１ 先端設備等の導入の促進の目標

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等

当市における人口構造（令和７年１月３１日現在）は、総人口７７，９０１人、

年少人口７，９９５人、生産年齢人口４４，３６９人、老年人口２５，５３７人、

高齢化率３２．８％となっており、少子高齢化が進んでいる状況である。

また、産業構造は、地域経済分析システム「ＲＥＳＡＳ（リーサス）」に基づく分

析によると、一部の産業に偏っているのではなく、各種産業のバランスが取れてい

る構造となっている。

当市に所在する中小企業は、市街地のみならず、山間部など市域全域に点在して

おり、これまで当市の地域経済の発展に大きく寄与してきた。

しかし、近年は、少子高齢化による人手不足や所有する設備の老朽化などの課題

を抱えており、労働生産性が伸び悩んでいる状況である。

（２）目標

市内中小企業が抱える厳しい事業環境を乗り越えるため、老朽化が進む設備を生

産性の高い設備へと一新させ、市内の労働生産性を向上させることとし、当市によ

る先端設備等導入計画認定数の目標を２年間で１０件以上とする。

（３）労働生産性に関する目標

先端設備等導入計画を認定した市内中小企業の労働生産性の目標伸び率は、年平

均３％以上とする。

２ 先端設備等の種類

市内中小企業の労働生産性の向上を幅広く支援するため、計画において対象とする

設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項

（１）対象地域

市内に中小企業が点在していることを勘案し、本計画の対象とする区域は、市域

全域とする。

（２）対象業種・事業

当市の産業構造は、各種産業のバランスが取れていることから、本計画の対象と

する業種及び事業は、全てとする。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する風俗営業及び宗教活

動を伴う営業及び宗教団体が関わる営業については対象としない。



４ 計画期間

（１）導入促進基本計画の計画期間

本計画の計画期間は、国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年

３月３１日）とする。

（２）先端設備等導入計画の計画期間

本計画に基づく先端設備等導入計画の計画期間は、３年間、４年間又は５年間と

する。

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項

先端設備等の導入の促進に際し、以下のことが認められる先端設備等導入計画につ

いては、本計画による認定の対象としない。

・人員削減を目的とした取組と認められる計画

・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力（暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しく

はこれらに準ずる者又はその構成員）との関係が認められる計画

・市税（国民健康保険税を含む）の未納がある者の計画

（備考）

用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。


